
1 

4.9 

8.7 

31.1 

22.6 

58.3

62.1

2.9

3.8

1.0

0.8

1.9

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=103)

平成28年度

(N=634)

要支援

大変苦しい やや苦しい ふつう

ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答

5.1 

7.1 

22.1 

22.0 

61.7

63.1

7.0

4.8

0.9

0.5

3.2

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=869)

平成28年度

(N=650)

一般

大変苦しい やや苦しい ふつう

ややゆとりがある 大変ゆとりがある 無回答

数値；％ サンプル数 65歳未満 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 無回答

全体 489 0.2 5.5 10.2 9.4 20.2 23.9 29.2 1.2

要介護 489 0.2 5.5 10.2 9.4 20.2 23.9 29.2 1.2

要介護１・２ 332 - 5.1 9.9 10.8 22.9 22.0 27.7 1.5

要介護３・４・５ 157 0.6 6.4 10.8 6.4 14.6 28.0 32.5 0.6

 

日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査結果の概要 

① 世帯状況、調査対象者の状況について 

・家族構成、世帯状況についてみると、「単身世帯（１人暮らし）」は一般高齢者及び要支援認

定者では約２割。要介護認定者では、約３割。 

・現在の暮らしの状況については、一般高齢者では、大きな変化はありませんが、要支援認

定者では、平成 28 年度と比較すると、「大変苦しい」は 3.8 ポイント減少し、「やや苦し

い」は 8.5 ポイント増加。『苦しい（「大変苦しい」「やや苦しい」の計）』は、4.7 ポイン

トの増加。 

・在宅介護実態調査の回答者の年齢を介護度別にみると、“要介護３・４・５”の重・中度で

は約８割が 75歳以上の後期高齢者。 

・情報の入手手段については、平成 28 年度と比較すると「インターネット」が一般高齢者

で 9.4 ポイント、要支援認定者で 4.9 ポイント増加。また、一般高齢者では、「市の広報

誌」が 6.1ポイント増加。 

 

■ニーズ調査 現在の暮らしの状況について（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■在宅介護実態調査 回答者の年齢（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

  

令和２年８月３日 令和２年度 

資料５-２ 
第１回 高齢者福祉専門分科会 

81.5％ 



2 

62.1 

88.3 

35.9 

6.8 

2.9 

4.9 

64.4

92.0

19.4

37.9

1.9

4.7

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞

テレビ

ラジオ

市の広報誌

インターネット

その他

無回答

要支援

令和元年度

(N=103)

平成28年度

(N=634)

75.4 

91.5 

48.9 

21.2 

7.1 

0.9 

74.0

93.8

20.5

42.8

11.8

6.2

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞

テレビ

ラジオ

市の広報誌

インターネット

その他

無回答

一般

令和元年度

(N=869)

平成28年度

(N=650)

 

■ニーズ調査 情報の入手手段について（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「ラジオ」は平成 28年度のみの選択肢 

 

 

② 主な介護者の状況について 

・一般高齢者及び要支援者では、日常生活において「現在、何らかの介護を受けている」割

合は 1割未満。介護・介助が必要となった理由は、「骨折・転倒」（20.5％）、「高齢によ

る衰弱」（13.5％）「脳卒中」「関節の病気」（ともに 11.1％）が高い。 

・要介護認定者の主な介護者は「子」（57.7％）に次いで「配偶者」（21.8％）が高い。介

護者の年齢は、「50代」「60代」がそれぞれ３割前後、「70代」以上が 28.2％となっ

ていることから、要介護者のうち２割程度はいわゆる「老々介護」の状態にあると考えら

れる。 

・要介護認定者の主な介護者の現在の勤務形態は「働いていない」（55.5％）が最も高く、

次いで「フルタイム」（21.2％）、「パートタイム」（16.9％）。フルタイムとパートタイ

ムを合計すると、4割弱が働きながら介護をしている状況にある。 

・仕事と介護の両立に効果があると思われる勤め先の支援は「制度を利用しやすい職場づく

り」（33.9％）が最も高く、次いで「介護休業・介護休暇等の制度の充実」（28.2％）、

「介護をしている従業員への経済的な支援」（25.0％）。平成 28年度と比較すると、「介

護をしている従業員への経済的な支援」が 11.9ポイント増加。 

  



3 

12.9 

28.2 

33.9 

24.2 

7.3 

8.1 

5.6 

25.0 

1.6 

15.3 

2.4 

7.3 

18.0

29.5

26.2

23.0

8.2

14.8

1.6

13.1

0.0

4.9

1.6

18.0

0% 20% 40% 60%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

令和元年度

(N=124)

平成28年度

(N=61)

■在宅介護実態調査 仕事と介護の両立に効果があると思われる勤め先の支援（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 介護保険サービス等の利用について 

・介護保険サービスの利用状況についてみると、要介護者の約 8割が何らかのサービスを

利用している。介護保険サービスを利用していない理由については、「現状では、サービ

スを利用するほどの状態ではない」（29.3％）が最も高く、次いで、「家族が介護をする

ため必要ない」（21.7％）。平成 28年度と比較すると、「家族が介護をするため必要な

い」が 10.3ポイント増加し、「利用料を支払うのが難しい」が 9.3ポイント減少してい

る。 

・要介護者が今後の在宅生活の継続に必要と感じる（さらなる充実が必要と感じる）支援・

サービスについては、「特になし」（37.8％）を除くと、「移送サービス（介護・福祉タク

シー等）」（21.7％）、「外出同行（通院、買い物など）」（18.6％）、「見守り、声かけ、話

し相手」（16.2％）が比較的ニーズが高い。 

 

  



4 

29.3 

17.4 

21.7 

1.1 

4.3 

3.3 

7.6 

1.1 

15.2 

22.8 

34.1

11.4

11.4

0.0

13.6

0.0

9.1

9.1

6.8

22.7

0% 20% 40% 60%

現状では、サービスを利用するほどの状態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満があった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方法が分からない

その他

無回答

令和元年度

(N=92)

平成28年度

(N=44)

■在宅介護実態調査 介護保険サービスを利用していない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 社会参加・地域活動の状況 

・一般高齢者及び要支援者では、「閉じこもり傾向」のリスクがある人は 18.3％。外出を控

えている理由については、「足腰などの痛み」（60.0％）が最も高く、次いで「トイレの

心配」（16.8％）「病気」「交通手段がない」（ともに 16.5％）。【ニーズ調査・問２（８）】 

・一般高齢者及び要支援者の主な移動手段は「自動車（自分で運転）」（45.0％）が最も高

く、80～84歳では 4人に１人、85歳以上では 10人に１人が自分で運転する自動車が

主な交通手段のひとつになっている。 

・一般高齢者及び要支援者では、社会参加の状況について、平成 28年度と比較すると、老

人クラブは「参加していない」が一般高齢者で 5.2ポイント、要支援認定者で 4.5ポイ

ント増加。町内会・自治会は『参加している（「週４回以上」～「年に数回」の計）』が一

般高齢者で 4.1ポイント増加。収入のある仕事については一般高齢者で「参加している」

が 6.0ポイント増加。 

・地域づくりへの参加意向は、一般高齢者及び要支援者の約半数は「参加してもよい」と考

えている。地域づくりの“企画・運営者として”の参加意向は、約４人に１人が「参加し

てもよい」と考えており、今後地域づくりの担い手として活躍することが期待される。 
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数値：%

サ
ン
プ
ル
数

徒
歩

自
転
車

バ
イ
ク

自
動
車
（

自
分

で
運
転
）

自
動
車
（

人
に

乗
せ
て
も
ら

う
）

電
車

路
線
バ
ス

病
院
や
施
設
の

バ
ス

車
い
す

電
動
車
い
す

（

カ
ー

ト
）

歩
行
器
・
シ
ル

バ
ー

カ
ー

タ
ク
シ
ー

そ
の
他

無
回
答

全体 972 49.9 3.3 4.5 45.0 24.5 4.8 42.0 2.3 0.4 0.1 0.7 18.8 0.4 2.4

65～69歳 217 52.5 4.1 6.0 64.5 23.0 8.8 32.3 1.8 - - - 15.2 0.9 0.9

70～74歳 241 53.5 3.3 5.4 62.2 23.2 5.8 32.0 - 0.8 - - 9.1 - 1.7

75～79歳 197 44.7 3.0 5.1 40.6 21.3 3.0 50.8 0.5 - - 0.5 21.3 0.5 2.5

80～84歳 155 55.5 4.5 3.2 26.5 25.2 3.2 51.0 3.9 - - 1.3 25.8 - 3.2

85歳以上 123 41.5 0.8 0.8 12.2 31.7 2.4 50.4 7.3 1.6 0.8 3.3 31.7 0.8 4.9

30.9 

26.8 

37.6 

36.2 

31.4

37.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=869)

平成28年度

(N=650)

一般

参加している 参加していない 無回答

10.7 

10.1 

50.5 

48.7 

38.8

41.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=103)

平成28年度

(N=634)

要支援

参加している 参加していない 無回答

13.6 

13.7 

52.4 

47.2 

34.1

39.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=869)

平成28年度

(N=650)

一般

参加している 参加していない 無回答

10.6 

14.4 

52.4 

47.9 

36.9

37.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=103)

平成28年度

(N=634)

要支援

参加している 参加していない 無回答

21.7 

15.7 

44.8 

44.8 

33.5

39.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=869)

平成28年度

(N=650)

一般

参加している 参加していない 無回答

2.9 

1.6 

52.4 

53.9 

44.7

44.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=103)

平成28年度

(N=634)

要支援

参加している 参加していない 無回答

■ニーズ調査 外出する際の移動手段（複数回答）×年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ニーズ調査 社会参加の状況 

老人クラブ（単数回答）              町内会・自治会（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入のある仕事（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『参加している』は「週４回以上」～「年に数回」の合計値。  



6 

66.4 

62.6 

31.6 

31.8 

2.0

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=869)

平成28年度

(N=650)

一般

はい いいえ 無回答

85.4 

85.2 

12.6 

10.3 

1.9

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=103)

平成28年度

(N=540)

要支援

はい いいえ 無回答

83.0 

77.1 

16.5 

22.4 

0.5

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=577)

平成28年度

(N=407)

一般

はい いいえ 無回答

93.2 

88.5 

6.8 

11.1 

0.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=103)

平成28年度

(N=540)

要支援

はい いいえ 無回答

⑤ 認知症支援について 

・一般高齢者及び要支援者では、約１割が「はい（認知症の症状がある）」と回答。認知症

に関する相談窓口については、３割半ばが認知しており、「地域包括支援センター」「医療

機関」等が多くあげられている。 

 

 

⑥ 地域包括支援センターについて 

・地域包括支援センターについては、一般高齢者の 6割半ば、要支援認定者の８割半ばが

知っている。「場所」の認知状況については、一般高齢者、要支援認定者ともに「はい

（場所を知っている）」が 8割以上となっており、平成 28年度から 5ポイント前後増加

している。 

・地域包括支援センターの利用満足度については、センターの利用経験のある一般高齢者及

び要支援認定者のうち、「比較的満足（「大変満足」と「満足」の計）」は 8割以上。一般

高齢者についてみると、平成 28年度と比較して 5.5ポイント増加。要支援認定者では、

『比較的不満「やや不満」と「不満」の計』が 9.9ポイント増加。（要支援認定は平成

28年度、令和元年度でサンプル数が大きく異なるため、留意が必要。） 

 

■ニーズ調査                  ■ニーズ調査【地域包括支援センターを知っている方】 

地域包括支援センターを知っているか（単数回答）地域包括支援センター「場所」の認知状況（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



7 

32.9 

24.7 

18.6 

26.5 

39.1

40.4

1.4

1.8

8.0

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=489)

平成28年度

(N=223)

要介護

多少高くなっても受けることができるサービスを充実した方がよい

受けることができるサービスを多少抑えても上げない方がよい

どちらともいえない

その他

無回答

22.7 

31.7 

60.9 

57.1 

10.2

9.5

3.1

0.0

3.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=128)

平成28年度

(N=63)

一般

大変満足 満足 やや不満

不満 無回答

27.1 

25.8 

51.4 

62.3 

14.3

8.6

5.7

1.5

1.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度

(N=70)

平成28年度

(N=395)

要支援

大変満足 満足 やや不満

不満 無回答

■ニーズ調査  

【地域包括支援センターの場の利用経験がある方】地域包括支援センターの利用満足度（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 将来的な生活の希望の状況 

・介護者の今後の介護希望については、「介護保険サービスや福祉サービスを活用しながら

在宅で介護したい」が約半数を占める。 

 

 

⑧ 介護保険料とサービスのバランス 

・介護保険料とサービスのバランスについては、一般高齢者及び要介護認定者では、「どち

らともいえない」（38.2％）に次いで、「受けることができるサービスを多少抑えても、

上げないほうがよい」（27.9％）が高い。要介護認定者については、「多少高くなっても

受けることができるサービスを充実した方がよい」が 32.9％となっており、平成 28年

度と比較して、8.2ポイント増加。 

 

 

■在宅介護実態調査 介護保険料とサービスの関係（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


